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資 料

学齢肢体不自由児の就学実態について

～一肢体不自由特別支援学校通学区域に着目して～

三嶋利］也*. 内洵友加利＊＊．池田彩乃＊＊＊• 安藤隆男＊＊＊＊

本研究は、特定の地域における義務教育段階にある肢休不自由児の就学先ごとの彼

らの障害の状態等の実態を明らかにした。肢休不自由特別支援学校とその通学区域に

ある小・中学校の通常学級、知的障害特別支援学級、知的障害特別支援学校を対象に

質間紙調査を実施した。その結呆、障害部位では、どの形態においても下肢障害の割

合が最も高かった。移動の自立度が高い児窟生徒が通常学級に多く在籍するのに対し

て、肢休不自由特別支援学校では、独歩や移動の自立度の割合が低かった。また、肢

体不自由特別支援学校では、独歩の割合は中学部段階で増え、自立度も高くなる傾向

があることから、小学校綽から肢体不自由特別支援学校の中学部へと就学先を変更し

ている可能性が示唆された。本研究において得られた結呆は地域における肢体不自由

児の多様な学びの場における指導の連続性を考究する基礎的な資料となると考えられ

る。

キー・ワード： jj文1本不自由児就学実態 学齢段階

I. はじめに

障害のある児窟生徒を取り巻く環境は、近年

インクルーシブ教育システムHIJ.築に向け法整備

が進められている。平成26年 1月、障害者の

権利に関する条約の批准書の寄託により、障害

者を包容するあらゆる段階の教育制度、個人に

必要とされる合理的配慮の提供において条約は

刻J力か発生した（外務省， 2014)。平成25年 9

月 1日に学校教育法施行令の一部を改正する政

令が施行され、就学先を決定する仕糾みが改正

された（文部科学省， 2013)。この改正により、

就学基準に該当する障害のある児廊生徒は、障

書の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保設者

の意見、専門家からの意見、学校や地域の状況

＊千業県立船枇夏見特別支援学校

＊＊筑波大学大学院人間総合科学研究科

＊＊＊筑波大学附属桐が丘特別支援学校

＊＊＊＊筑波大学人間系

等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定ず

ることとなった。これを受けて、平成29年3

月公示の中学校学習指導要領には、「個々の也

徒の障害の状態等に応じた指導内容や指導方去

の工夫を組織的かつ計画的に行うものとする」

と障害のある生徒への指導の根拠となり得るJ、J

容が咀記され、教育諜程の編成に当たっては「芦

校段階間の接続を図るものとする」と連続性り

ある多椋な学びの場の重要性が示された（文散

科学省， 2017a)。

障害のある児窟生徒の多様な学びの場におナ

る学校段階の按続に焦点をあてると、特別支妥

学校と小・中・高綽学校との転入・転出状況（文

部科学省， 2017b)から就学先の変更を読み解く

ことができる。平成26年度小学部においてま

特別支援学校への転入者3国315人、特別支援芦

校からの転出者2,717人、中学部においては寺

別支援学校への転入者3,655人、特別」支援学交
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からの転出者1,821人と特別支援学校への転入

者の数が転出者の数を上回っている。特に中学

部においては特別支援学校への転入者は転出者

の約 2倍となっており、義務教育段階において、

小・中学校から特別支援学校の中学部に転入す

る障害のある生徒が多く存在している。一方、

小・中学校から特別支援学校への転入者が多数

いることは明らかにされているものの、転入者

の障害種別の人数や障害の状態は明らかにされ

ていない。平成28年度の肢体不自由特別支援

学校349校の小学部・中学部に在籍する児菫生

徒数は、それぞれ、 13,562人、 8,292人で合計

21,854-人であった（文部科学省， 2017b)。

ところで、同年度に実施された全国特別支援

学校（肢1本不自由）病因別調査では、小学部・

中学部在籍児飽生徒のうち脳性まひ児の数が最

も多く、 4,355人 (33.3%)であった（全国特別

支援学校肢体不自由教育校長会， 2017)。近年

その割合は減りつつあるものの、肢休不目由特

別支援学校における脳性まひ児をめぐる教育的

課題が依然指す爵されているところである。脳性

まひの発生率は 1,000出生に対して2.3(常山・

嘗山， 2008)や2,000出生に対して 5(Miller and 

Bachrach, 2006)の報告がある。ここで、菌山・

嘗山 (2008)の発生率をもとに、我が国の義務

教育段階の児凱生徒数 (9,980,769人）（文部科

学省， 2017b) のうち脳性まひを拙定すると、

22,956人となる。このように脳性まひに着目す

ると、義務教育段階で批定できる脳性まひ者は、

肢体不自由特別支援学校小学部・中学部に在籍―

する脳性まひ者数を大きく上回ることがわか

る。このことは、脳性まひに限らず、義務教育

段階の肢休不自由児の就学実態をあらわすもの

と理鮒できる。すなわち、肢体不自由児は、イ

ンクルーシブ教育システム下において肢休不自

由特別支援学校のみならず、連続性のある多椋

な学びの場である小・中学校の通常学級、肢1本

不自由特別支援学級、加えて知的障害を併せ有

する肢体不自由児においては、知的障害特別支

援学級や知的障害特別支援学校に就学している

と考えられる。

このように肢体不自由児が多様な学びの場で

教育を受けていることが想定される一方、その

就学の実態や障害の状態緒を扱った閥査研究は

ほとんど見られない。

そこで本研究では肢休不自由特別支援学校の

通学区域を対象とし、義務教育段l府にある肢休

不自由児の就学先に着目して、就学先ごとの彼

らの障害の状態綽の実態を明らかにすることを

目的とした。

これまで、国や県の調査で明らかにされてい

ない義務教育段階の肢休不自由児の現状を明

らかにすることで、今後のインクルーシブ教育

を拙迎する上での知見の提供が期待できる。ま

た、特別支援学校においては、これまで裕積し

てきた専門性や知識、技能を生かし、地域にお

ける特別支援教育のセンターとしての機能の充

実を図ることが求められている（文部科学省，

2007)。本研究の成呆は肢休不自由特別支援学

校のセンター的機能の役割を考究する上で重要

な知見を提供できると考える。

II . 方法

1 . 対象

A県B肢体不自由特別支援学校通学区域（以

下、 B通学区域）を対象地域とする。 B通学区

域は首都圏にあり人口規模は約 160万人であ

る。調査当時、 B通学区域に肢体不自由特別支

援学校はB特別支援学校のみであり、地域の肢

休不自由教育の中心校としての役割を呆たして

いた。上述のとおり、義務教育段附の肢休不自

由児は①公立小・中学校の通常学級、②公立小・

中学校の知的障轡特別支援学級、③知的陥害特

別支抜学校、①肢休不自由特別支援学校に就学

していることが予想される（以下、各学校種）。

なお、各調査時点でB通学区域の小・中学校に

おいて肢休不自由特別支援学級は設樅されてい

なかった~。そこで、各学校種において、 jj支イ本不

自由児を担任する教n「Iiを対象とした。 B通学区

域における公立学校は小学校 149校、中学校70

校、知的障害特別支援学校 4校、肢休不自由特

別支抜学校 l校である。
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2. 手続き及び調査期間

郵送による質I閉紙調査を実施した。調査にあ

たり、 B通学区域の C市、 D市、 E市、 F市、 G

市（以下、各市）の教育委員会及びA県教育委

員会へ協力依頼を行った。

（］）通常学級在籍の肢休不自由児の調査： B 

通学区域にある公立小・中学校219校に質11:iJ紙

を配布した。各校には質間紙を 3通ずつ同封し、

肢体不自由児を担任する教nmのみ返偏を依頼し

た。 2012年 7月に質rm紙を配布し、同年 9月

に回収した。

(2) り、II的障害特別支援学級在籍の肢休不自由

児の調査： B通学区域にある灰I]的陪害特別支援

学級を設梱している小・中学校89校に質間紙

を配布した。各校には質l閏紙を 3通ずつ同封し

肢1本不自由児を担任する教nmのみ返信を依禎し

た。 2013年 7月に質間紙を配布し、同年 9月

に回収した。9

(3) 知的障害特別支援学校就学の肢休不自由

児の『j;'J査： B通学区域にある知的閣害特別支援

学校 4校に質11:l]紙を配布した。各校には質間紙

を小・中学部の児箪生徒数分を同封し、肢休不

自由児を担任する教師のみ返イ言を依測iした。

2015年 2月に賀間紙を配布し、同年 3月に回

収した。

(4-)肢休不自由特別支援学校就学の肢休不自

由児の調査： 5市を通学区域とするJJ支1本不自由

特別支援学校 1校に質II廿紙を配布した。同校に

は質II」」紙を小・中学部児菫生徒数分を同封し、

担任教nmに返偏を依頼した。 2015年 2月に質

間紙を配布し、同年 3月に回収した。

3. 調査内容

質間紙における質間項目は先行研究（三嶋・

安藤， 2015) を参考に、肢1本不自由児の在籍学

年に関する 1項目、障害の，状態に1月する 3項目

（」こ：｝｝支障害の有無、下肢障害の有無、休幹の障

害の有無）、移動に以lする 3項目（移動手段、

校内移動の自立、校外移動の自立）と疾息名に

関する 1項目とした。なお、調査における肢休

不自由児の定義は、身休障轡者幅祉：法施行規則

別表第五号（第五条関係）身休障害者程度綽綽

級表と学校教育法施行令第22条の 3の就学基

革の定義より検討を行い、①身体障害者手帳を

持っている、②上肢 ()j宛、手）下肢（脚、足）休

幹の著しい機能障害、③歩行、箪記等の日‘常生

活における碁本的な動作が困崩mの 3つとした。

その内 1つでも当てはまる児箪生徒を肢体不自

由児とし判断については各担任に一任した。

4. 分析方法

肢イ本不自由児の在籍学年については各学校種

において、学年別に人数を算仕iした。次に義務

教育段階の 9年間を各3年l'l:ljに区切り、小低、

小高、中学の段階とし、それぞれの人数を算出

した。加えて、調査実肺年度における B通学区

域の学齢段階の児筑生徒数を住民甚本台1111~ より

算出し、段階ごとの人数に占める肢休不自由児

の割合を鉾出した。肢体不自由児の障害の状態、

移動、疾患名については学校種、段附にわけて

人数および割合をそれぞれ算出した。なお、各

質11:i'J項目における無回答及び移動手段の項目に

複数回答がある場合は、分析対象から除外した。

皿結果

有効回答数は、通常学級調査では42名、知的

障害特別支援学級調査では20名、知的障害特別

支扱学校調査では80名、 jJ支イ本不自由特別支援学

校調壺では 100名をそれぞれ得た。全1本として

24-2名となり、これらを分析の対象とした。

1. B通学区域に就学する学齢肢体不自由児

の人数とその割合

各学校種に在籟する肢体不自由児の学年別及

び段階別の人数と割合を Table1に示した。各段

階における肢体不自由児の人数と割合は通‘常学

級では小低は13人 (0.029%)、小高は16人(0.035

％）、中学は 13人 (0.030%)、合計42人 (0.031%) 

であった。知的障害特別支援学級では小低は 6

人 (0.014%)、小高は12人 (0.027%)、中学は 2

人 (0.004-%)、合計20人 (0.015%)であった。知

的障害特別支扱学校では小低は32人 (0.074%)、

小高は24人 (0.054%)、中学は24人 (0.053%)、

合計80人 (0.060%)であった。肢休不自由特別

支援学校では小低は30人 (0.069%)、小高は33
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Table 1 B肢体不自由特別支援学校通学区域就学の肢休不自由児の人数および各段階の人に1に対する割合

①通常学級在籍の肢体不自由児の調査 n= 42 
小 l 小 2 小 3I小 4 小 5 小 6I中 l 中2 中3 I 合計

学年別の肢体不自由児の人数 I4 

小低・小高・中学別の

肢体不自由児の人数

8
 

4
 

7
 

4
 

6
 

42 

____~:~;?~-_____ J ____ --~~:~]-~______ j ______ :_3~;?~-______ j_ _l_~;,;_1~~ 
児謳生徒数との割合(%) I 0.029 I 0.03s 

②知的障害特別支援学級在籍の肢体不自由児の調査 n= 20 

0.030 0.03 l 

小 l 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 中 l 中2 中3

学年別の肢体不自由児の人数 3 

゜
3 5 3 4 

゜
I l 20 

小低・小高・中学;jl」の

肢体不自由児の人数 6 12 2 20 

（人） 43,782 45,203 44,666 l 33,65J 
―:--心--------- ---------・-----------------------------------ー・・・-------------・-. 一-------

学区における

児童生徒数との割合（％） 0.014 0.027 0.004 0.015 

③知的障轡特別支援学校に就学する肢体不自由児の調査 n= 80 

小 l 小 2 小 3 小 4 小) I」、 6 1:1:1 1 中2 中3

学年別の肢体不自山児の人数 l I 12 ， 12 4 8 l7 4 3 80 

小低・小高・中学別の

肢体不自由児の人数 32 24 24 80 

学区における児謳生徒数（人） 43,470 44,789 45,204 --133,463 -------------------------------------―---------―---------. —- ---. —. ------.-------------—-------、--
学区における

児謳生徒数との割合（％） 0 074 0 054 0 053 0 060 

＠肢体不自由特別支援学校に就学する肢体不自由児の調査 n= 100 

;Jヽl 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 中］ 中2 中 3

学年別の肢体不自由児の人数 6 20 4 7 7 19 12 ]9 6 100 

小低・小高・中学別の

肢体不自由児の人数 30 .-,.).-, .) 37 JOO 

学区における児菫生徒数（人） 43,470 44,789 45,204 133,463 
---心...島-.. --.. —---------------------- --------------------------.----------------・--------------------------

学区における

児臨生徒数との割合（％） 0 069 0 074 0 082 0 075 

人 (0.074%)、中学は37人 (0.082%)、合計100人

(0.075%)であった。

2. 肢体不自由児の疾患及び障害の状態

(1)肢体不自由児の疾患に占める脳性まひ等

の人数と割合：通常学級では42人中、脳性まひ

11人 (29.7%)、筋疾息 9人 (24-.3%)であった。

知的障害特別支援学級では20人中、脳性まひ 9

人 (45.0%)、筋疾患 4人 (20.0%)であった。知

的障害特別支援学校では80人中、脳性まひ22

人 (31.4%)、筋^ 疾息 2人 (2.9%)であった。肢

休不自由特別支援学校では 100人中、）悩性まひ

37人 (45.1%)、筋疾息 5人 (6.1%)であった。

(2) 肢休不自由児の障害の状態：肢休不自由

児の障害の状態を Tabl.e2に示した。全体及び

各段階における上肢障害の有熊の告U合を Fig.l

に、全休及び各段階における下肢障害の有無の

割合をFig.2に、全休及び各段階におけるイ本幹

の障害の有乳府の割合をFig.3にそれぞれ示した。

上肢障害、下肢障害、休幹の障害の有無の割合

では、全ての学校種において下肢障害が最も高

く、上肢障害は学校種ごとの差は少なかった。

体幹の降害はり、:II 的障害•特別支援学級が最も高く
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Table 2 肢体不自由児の障害の状態

有人数（％）

（はい）

①通罪；学級に在罪する肢体不自由児 n= 42 
手の障箸・ 25 (59.5) 

）足O)Iぼ肴］皆 34(81.0) 

体幹0)障害 26 (66.7) 

熊人数（％）

（いいえ）

17 (40.5) 

8(19.0) 

13(33.3) 

②知l的障害特別支援学級に在罪する肢体不自由児 n= 20 
手の障害 13 (65.0) 7 (35.0) 

足の降害 18 (90.0) 2 (J 0.0) 

体幹の障害 17 (85.0) 3 (15.0) 

③知l的障害特別支援学校小学部・中学部に在籍する肢体不自由児 n= 80 
手の障害 44 (55.7) 35 (44.3) 

足の障害 59 (75.6) 19 (24.4) 

体幹の障害 29 (36.3) 5 l (63.8) 

④ I)支1本不自由特別支扱学校小学部・中学部に在筑する肢体不自由児 n= J 00 

手の障害 73 (74.5) 25 (25.5) 

足の障告 88 (88.9) 11 (11 .J) 

1*fr:o)Iぽ位名と子 48 (48.0) 52 (52.0) 

(85.0%)、次に通常学級 (66.7%)、)]支イ本不自由 (3) 肢1本不自由児のおもな校内の移動手段：

特別支援学校 (48.0%)、知的障害特別支援学校 おもな校内の移動手段、校内移動の自立、校外

(36.3%)の順であった。 移動の自立をTable3に示した。全体及び各段階
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Fig.1 各段階における上肢障害の有無
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における肢1本不自由児の移動手段の割合を

Fig.4に示した。通常学級では独歩70.6%、ウォー

カーが23.5%、クラッチが2.9%と全体の 9割

が独歩または何らかの恭具を用いた歩行を移動

の手段にしていた。知的障害特別支援学級でも

独歩60.0%、ウォーカーが30.0%であり通常学

級と同様の傾向が見られた。一方、知的障害特

別支援学校では独歩は63.8%であったものの、
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Fig.2 各段階における下肢障害の有無
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Table 3 肢体不自由児の移動

人数(%)

①通常学級に在籍する肢体不自由児 n= 42 
（独歩） （クラッチまたは杖）（ウォーカー）

移動手段 24(70.6) I (2.9) 8 (23.5) 

頃立） （一部介助）

校1村の移動

校外の移動

24(57.1) 

18 (43.9) 

14(33.3) 

19 (46.3) 

（車Vヽす）

I (2,9) 

（全介助）

4(9.5) 

4 (9.8) 

②知的111位帯特1/:llJ支援学級に在籍する）伎体不自由児 11= 20 
（独歩） （クラッチまたは杖） （ウォーカー）

移動手段 12 (60.0) 0 (O) 6 (30.0) 

（自立） （一部介助）

校内の移動 7 (35.0) IO (50.0) 

4交タトO);移動 4(21.1) 9(47.4) 

（車I/ヽ す）

2 (l 0.0) 

（全介助）

3(15.0) 

6(31.6) 

③知的障害特別支援学校小学部 ・中学部に在籍する肢体不自由児 11= 80 
（独歩） （クラッチまたは杖） （ウォーカー） （車いす）

移動手段 44 (63.8) 0 (0) 0 (0) 25 (36.2) 

（自立） （一部介助） （全介助）

校l大］の移動 27 (33.8) 18 (22.5) 35 (43.8) 

4交タトの移堪功 20 (25.0) 2l (26.3) 39 (48.8) 

④肢体不自由特別支援学校小学部・ 1:1:,学部に在籍する肢体不自由児 11= 100 
（独歩） （クラッチまたは杖） （ウォーカー） （車いす）

移動手段 8(9.8) 1(1.2) 2〈2.4) 71 (86.6) 

（自立） （一部介助） （全介助）

1交l村の移動 1.4(14.0) 16(16.0) 70(70.0) 

校外の移動 5(5.0) ]4(14.0) 81(81.0) 
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車いすは36.2%であり、通常学級や知的障害特 に対して車いすは86.6%であり、他の障害種に

別支援学級と比較すると、独歩の割合はあまり 対して車いすの割合が圧倒的に高かった。 各段

かわらないものの、車いすの割合が高くなって 階の独歩の割合に着目すると、通常学級では小

いる。肢体不自由特別支援学校では独歩は9.8% 低72.7%、小高78.5%、中学55.6%、知的障害
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特別支援学校では小低69.0%、小高68.4%、中

学52.3%と小低と小高が独歩の割合が高かっ

た。一方、肢体不自由特別支援学校では、小低

7.4%、小高8.0%、中学13.3%であり、中学の

独歩の割合が高かったものの、他の学校種と比

べると、独歩の割合は圧倒的に低いことが認め

られる。

(4) 肢休不自由児の移動の自立：肢休不自由

児の校内及び校外の移動の自立度をそれぞれ

Fig.5及びFi.g.6に示した。全1本では、校内の移

動における自立の割合は通常学級が57.1%で最

も高く、知的障害特別支援学級35.0%、知的障

害特別支援学校33.8%、）］支休不自由特別支援学

校 14.0%の）11ftであった。一方、全介助の割合は

肢1本不自由特別支援学校が70.0%で最も高く、

知的障害特別支援学校43.8%、灰n的障害特別支

援学級15.0%、通常学級9.5%の順であった。

校外の移動においては自立の割合は通常学級が

43.9%で最も高く、知的障害特別支援学校

25.0%、知的障害特別支援学級21.1%、）l支休不

自由特別支援学校5.0%の順であった。一方、

全介助の割合は肢休不自由特別支援学校が

81.0%で最も高く、知的障害特別支援学校

48.8%、知的障害特別支援学級31.6%、通常学

級 9.8%のJll}'.iであった。肢休不自由児の移動に

おける自立のi判合は通常学級ではほぽ同じ割合

であったのに対して、他の学校種においては校

内よりも校外の方が低く、全介助の割合は校外

の方が高かった。

IV. 考察

本仙究における）］文休不自由児の総数は242名

であった。調査年度が複数年にわたることから

各調査で明らかになった肢休不自由児の数を単

純に合計することはできないものの、当該地域

全学齢児簡生徒数に対する割合を狩出すること

で、複数年にわたる肢休不自山児の数の比較は

可能であり、そこから一定の実態も導出できた

と考える。文部科学省 (2017b)による特別支援

学校と小・中学校との転入・転出状況から、中

学部段階において小学校から特別支援学校中学

部への転入者の数が約2倍であることが示され

た。本研究においても、小学部段階では地域の

小・中学校に在籍している児箪が中学校への就

学の際、肢休不自由特別支援学校に移行する

が示唆された。

小・中学校における肢体不自由児の疾患に着

目する。肢休不自由児の疾息に占める脳性まひ

の割合は養設学校教育の義務制が,~廿始された

1979年度の千菓県の調査（千葉県特殊教育セン

ター， 1980)によれば、小・中学校に在籍する

肢1本不自由児筑生徒のうち、 )Ji釘性まひは 19.2%

であった。直近では、国立特別支援教育総合研

究所が肢1本不自由特別支援学級を対象とした全

国調査を実施し、在籍者の疾息のうち脳性まひ

が4-7.7%(ただし、脳室周皿白質軟化症8.7%を

含む）、筋:ジストロフィー 6.9%であることを明

らかにした（国立特別支援教育総合研究所，

2015)。福島県内の小・中学校の通常学級及び

特別支援学級に在籍する肢体不自由児の調査で

は、脳性まひは脳性疾息とカテゴライズされ、

その割合は45.3%、筋原性疾患7.3%であった

（福島県養護教育センター， 2015)。このように

小・中学校に在籍する肢休不自由児の疾患に関

わる調査では、対象や時斯に違いがある中で脳

性まひ・脳性疾患の割合にはばらつきがあった。

本研究の小・中学校の通常学級の結朱では、脳

性まひの割合は29.7%であった。ちなみに、全

国肢体不自由特別支援学校病因別調査では（全

国特別支援学校）j支休不自由教育校長会， 2017)、

肢休不自由特別支援学校小学部中学部に在籍す

る児菫生徒のうち、脳性まひの割合は33.3%、

脳性疾患の割合は66.2%であり、今回対象とし

た肢休不自由特別支援学校の脳性まひの割合

は、全国に比べて高い。疾患として脳性まひは

減少する傾向にあるが、対象や時期によって輻

は大きいものの、肢休不自由の疾息の中では脳

性まひの割合はどの学校種においても高かっ

た。本研究における筋疾患（筋ジストロフィー、

筋原性疾息も含む）の割合は通常学級24-.3%、

知的障害特別支援学級20.0%、知的障害特別支

援学校2.9%、肢休不自由特別支援学校6.1%で
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あった。小・中学校に在籍する肢体不自由児の

うち筋疾患の割合が高く、知的障害特別支こ援学

校、肢体不自由特別支援学校のその割合力ゞ相対

的に低いことがいえる。このことは、先行二研究

の結果からも読み取れる。国立特別支援孝文育総

合研究所の調査によれば、全国肢1本不自 l主I特別

支援学級の割合は6.9%(国立特別支援孝父育総

合研究所， 2015)、福島県養護教育センターの

調査によれば小・中学校通常学級及び特けI」支扱

学級での割合は7.3%(福島県養設教育：セン

ター， 2015) と比較しても、本調査では11万疾患

が高い割合を占めていた。

障害の部位に着目すると、すべての学杉交種に

おいて、下肢障害が最も嵩かった。各段階iに培

目しても差は認められず、下肢障害が最：も高

かった。下肢障害との関係から、移動に燿行目す

る。移動における独歩の割合は、通常学艇と、知

的障害特別支援学校、り、;JI 的障害特別支~笥と級、

肢体不自由特別支援学校の順で高かった。 さら

に、独歩の割合では、通常学級が70.6%と圧倒

的に高い割合であったことに対して、 !J支1本不自

由特別支援学校では、 9.8%と圧倒的に低かっ

た。車いすに関しても、通常学級と肢体可ミ自由

特別支援学校では結果が逆転していた。この関

係は移動の自立度においても認められ、姐i常学

級では、移動の自立度が高く、肢1本不自由特別

支援学校では自立度の割合が低かった。 な汀ふ

移動の自立度では、校外は校内に比べて自立度

が低くなることが明らかになった。

肢休不自由児の就学に1関していうと、学冴交教

育法Jj徊行令第22条の 3は就学規準の一つとし

てみなされるようになったが、本調査の糸i旬呆か

ら、移動の自立度が高い独歩の児窟生徒力文通常

学級に多く在籍するのに対して、肢休不自由特

別支援学校では、独歩や移動の自立度の省リ名‘が

低いということが読み取れる。肢体不自由4寺別
支援学校では、独歩の割合は中学部段階でJ:1;りえ、

自立度も高くなる煩向があることから、 4ヽ学：部

から中学部への移行のI祭に小学校等からJJ支イ本不

自由特別支援学校へと就学先を変夏している可

能性が示唆された。

V. おわりに

本研究において、全ての学校種のデータを収

集するための調査が複数年にわたった。このこ

とから、本研究における限界と課題は次のよう

に指摘できる。一つは、このIMJに就学先の決定

に関する仕組みが改正されたことにより、改正

前後の就学実態に影響を及ぼしている事が考え

られる。もう一つは、今日の学習指導要領の改

訂において、学校Ill」移行に関する課題が話題と

なったが、本研究においてもその資料を得るべ

きところであったものの、必ずしも十分な議論

として取り上げることができなかった。
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Attendance of School-going Ch.ildren with Physical Disabilities: Focused on a 

District of One Special Needs School for Children with Physical Disabilities 

Kazuya MISHIMA*, Yukari UTSUMl**, Ayano IKEDA**'and Takao ANDO**** 

This study investigated the school atte叫 anceof children witb physical disabilities and clarified the 

conditions of their djsabilities. Therefore, the participants were students from a special needs school 

for children with physical disabilities (School B) and from otber schools in the same district, including 

those of eleme叫 rym1d lower seco叫 aryschools, special classes for children with intellectual 

djsabilities in elementary and lower secondary schools, and special needs schools for children with 

intellecしualdisabilities. With. regard to the state of disability, the occurrence rate o「lowerlimb 

disability was bjghest among students in all types of schools. With regard to the mobilities, the rate of 

self-gait was hjghest among students in regular classes a叫 lowestamong students in School B. 

Moreover, the rate of self-gait increased and the degree o「independentmobilities tended to become 

higher among students in the lower secondary departments of School B. This finding suggests the 

possjbility of changing school attendance from regular elementary schools to the lower secondary 

departments of special needs schools for children with physical disabilities. These results provide the 

和ndamentaldata needed to discuss the continuous teaching of children with physical disabilities 111 

diverse and community-based learning environments. 

Key words: children. with physical disabilities, school attendance, school-age stages 

* Chiba Prefeciural ScJ1ool for Special Needs Education in Funabashll)atsum1 
＊＊ 

Graduate School o「ComprehensiveHuman Sciences, University ofTsukuba 
＊＊＊ 

Special Needs Education ScJ10ol for the Physically Challenged, Univcrsity ofTsukuba 
'**ぷ—J・aculty o「HumanSciences, University ofTsukuba 

-196-




